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宇都宮市ナイトタイムエコノミー補助金交付要綱 

 

令和５年７月３日 

告示第２２９号 

（趣旨） 

第１条 市の交付するナイトタイムエコノミー補助金（以下「補助金」という。）については， 

宇都宮市補助金等交付規則（昭和４１年規則第２２号）に定めるもののほか，この要綱の 

定めるところによる。 

（目的） 

第２条 この要綱は，ナイトタイムエコノミーを推進し，本市ならではのナイトタイムコン

テンツを創出する事業に対し支援することで，ＭＩＣＥ（本市において開催される学会，

大会・会議，企業ミーティング及び展示会・見本市をいう。以下同じ。）の開催など来訪者

増加の好機を捉えた消費拡大や滞在時間の延長による中心市街地の活性化を図ることを目

的とする。 

（定義） 

第３条 この要綱において ，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

 ⑴ 学会 学者によって構成され，学術研究の向上及び発展を図ることを目的とする団体

が主体となって開催する学術研究の発表又は討論のための会議，集会，セミナーその他

これに準ずるものをいう。 

 ⑵ 大会・会議 団体，組合等の構成員，専門家等が特定の課題に対して意見の発表及び

討論又は主張の公表等を行う集会，総会その他これに準ずるものをいう。 

 ⑶ 企業ミーティング 企業がその企業やグループ企業の社員等を対象として行う各種会

議，研修会，セミナー，式典等の集会その他これに準ずるものをいう。 

 ⑷ 展示会・見本市 同一又は関連する産業分野の業界団体が行う顧客開拓を目的とした

製品展示会，企業間の商取引を目的とした産業見本市その他これに準ずるものをいう。 

 ⑸ ナイトタイム 概ね１８時から翌日６時までの時間帯のことをいう。 

⑹ ナイトタイムコンテンツ ナイトタイムに提供されるコンテンツをいう。 

 ⑺ 中心市街地エリア 中心市街地の飲食店や宿泊施設が集積するエリアをいう。 
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（補助対象者） 

第４条 補助金の交付を受けることができる者は，中心市街地エリアにおいて，本市ならで

はのナイトタイムコンテンツを創出しようとする法人又は団体等であって，組織の運営に

関する規約，会則，定款その他これらに準ずる書類を有し，次の各号の条件を満たすもの

とする。 

⑴  市内に事務所又は活動の拠点を有すること。 

⑵  規約等を有し，代表者が明らかであること。 

⑶  市税を滞納していないこと。 

⑷  宗教活動や政治活動を目的とした団体または事業者等でないこと。 

⑸  当該者が暴力団（宇都宮市暴力団排除条例第２条第１号に規程する暴力団をいう。）

または暴力団員（同条例第２条第３号に規定する暴力団員をいう。）または暴力団員等

（同条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。）ではなく，暴力団等反社会的勢

力との関係を有していないこと 。 

⑹  風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を営む者に該当しないこと。 

（補助対象事業） 

第５条 補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は，ＭＩＣＥ参加者など

の来訪者を対象とした本市ならではのナイトタイムコンテンツであり，中心市街地エリア

における夜間消費の拡大に資する事業で，本事業終了後も継続的な実施が見込まれる事業

とし，次のとおりとする。 

２ 次に掲げる要件を全て満たすもの 

⑴ 令和５年９月１日から１１月３０日に実施する事業 

⑵ 新規の事業で集客が見込まれるもの又は過去に実施したことのある事業のうち ，内

容を拡充し，更なる集客が見込まれるもの 

３ 前項の規定にかかわらず，その事業が，次のいずれかに該当するときは補助対象事業と

しない。ただし，市長が特に必要があると認めるときは，この限りでない。 

⑴ 事業の主たる目的が観光誘客ではないと認められるもの 

⑵ 政治的又は宗教的活動を目的とするもの 

⑶ その他市長が不適当と認めるもの 
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（補助対象経費）  

第６条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。 ）は，次のとおりとする。 

ただし，補助対象事業の用に使用したことが明確でない経費や，領収書等により支払った

ことを明確に確認することができない経費は除くものとする。 

補助対象経費 内訳 
報償費 事業を行うために必要な専門家等（専門家や講師）に対する謝金 
需用費 消耗品費，印刷製本費 
役務費 通信運搬費，広告料，手数料 
委託料 事務，事業等に直接実施するよりは，他者に委託して実施する方が

効率的なものについて，委託するための必要な経費 
使用料及び賃借料 自動車借上料，会場借上料，ＯＡ機器借上料，その他の機材等の借

上料 
備品購入費 主として事業の執行に要する備品の購入に要する経費，衛生用備品

の購入に要する経費 
その他 その他市長が必要と認める経費 

（補助金の額等） 

第７条 補助金の額は，予算の範囲内において交付するものとし，補助対象経費の２分の１

以内，かつ，補助上限額を１００万円とする。ただし，当該補助金の交付については， 

一つの補助事業者に対して当該年度につき１回を限度とする。 

２ 前項の規定に基づき算出した額に千円未満の端数があるときは，当該端数を切り捨てた 

額を補助金の額とする。 

（補助金の交付申請）  

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は，補助金等交付申請

書に，次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

⑴  交付を受けようとする事業の事業計画書 

⑵  交付を受けようとする事業の収支予算書 

⑶  交付を受けようとする事業に係る経費の見積書 

⑷  賃借物件の場合は賃貸契約書の写し 

⑸  法人の場合はその法人の登記事項証明書 

⑹  申請者の市税完納証明書 

⑺  その他市長が必要と認める書類 
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（交付の決定）  

第９条 市長は，前条の規定により補助金交付申請書が提出されたときは，速やかに当該申

請書の内容を審査し，補助金を交付するものと認めるときは，予算の範囲内において補助

金の交付を決定するものとする。 

２ 前項の規定により補助金の交付を決定したときは，補助金等交付通知書により，その旨

を当該申請者に通知するものとする。 

（交付申請の変更等） 

第１０条 申請者は，第８条の申請書の内容を変更し，又は廃止しようとするときは，補助

金等変更等申請書を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書の提出があった場合における交付の決定については，前条の規定を準用す

る。 

（補助金の額の確定） 

第１１条 市長は，規則で定める実績報告書等の提出を受け，その内容が交付決定の内容及

び条件に適合するものと認めるときは，遅滞なく交付すべき補助金の額を確定するものと

する。ただし，交付決定額と確定した交付確定額に差が生じないときは，交付決定通知を

交付確定通知とみなすものとする。 

（補助金の交付請求） 

第１２条 補助金の交付決定を受けた者は，事業完了後速やかに補助金等交付請求書に次に

掲げる書類を添えて提出しなければならない。 

 ⑴ 補助金等交付決定通知書の写し  

⑵ 交付を受けようとする事業の対象経費に係る領収書の写し  

⑶ 交付を受けようとする事業が分かる物品や写真等の書類  

⑷ 収支決算書  

⑸ その他市長が必要と認める書類 

（観光振興への協力） 

第１３条 補助金の交付を受けた者は，市からの要請を受けたときは，宇都宮の観光振興に

協力するものとする。 
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（補助金の返還）  

第１４条 市長は，補助金の交付を受けた者が次のいずれかに該当すると認めたときは，補

助金交付決定の全部又は一部を取消し，補助金の交付を受けた者に対し，当該取消しに係

る補助金の返還を命じるものとする。  

⑴ 不正な手段により補助金を受けたとき。  

⑵ 補助金交付の条件に違反したとき。 

（審査委員会） 

第１５条 市長は，この要綱の目的達成に必要な意見を聴くとともに，公平・公正に補助事

業者を選定するため，宇都宮市ナイトタイムエコノミー補助金審査委員会（以下「審査委

員会」）を置く。 

２ 審査委員会の運営に関し必要な事項は，別に定める。 

（補則） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は，別に定める。 

制定文（令和５年７月３日告示第２２９号） 

この要綱は，令和５年７月３日から施行する。 

 

 


